
別紙２（様式1）          研究事業評価調書（令和３年度）      令和３年１２月２２日作成

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 令和元年度～令和５年度 評価区分 途中評価

研究テーマ名

（副題）

沿岸漁業支援事業（高度漁海況情報等を活用した漁業者支援）

（他組織との有機的連携を強化し長崎型情報や技術の開発による操業支援の推進）

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 総合水産試験場 海洋資源科 北原 茂

＜県総合計画等での位置づけ＞

長崎県総合計画
チャレンジ2020

戦略８ 元気で豊かな農林水産業を育てる

（１）水産業の収益性向上に向けた取組の強化

②漁業養殖業の収益性向上

長崎県水産業振興基本計画
平成28年度－平成32年度

基本目標（１）収益性の高い魅力ある経営体の育成

        ②漁業養殖業の収益性向上

１ 研究の概要

研究内容(100文字)

効率的・省エネ型漁業と水産資源の持続的利用を促進し、漁業所得の向上に資するため、長崎県が開

発した漁海況情報や漁業技術に、高度な知見を有する組織との連携により得た技術や配信システムを融

合することで、より実効性の高い県独自の配信情報を開発し、加えて情報活用にかかる漁業者育成と組

み合わせることにより、効果的な操業支援を目指す。

研究項目

Ⅰ．高度な知見を基盤とした実用的な情報や操業技術の構築

① 高精度漁場予測システムの配信

② 粒子拡散予測モデルの作成

③ 急潮予測モデルの作成

④ ICTを活用した効率的な定置漁業の検討

Ⅱ．外部事業由来情報を活用した長崎型情報配信の構築

① 長崎型海況情報の作成

② 長崎型漁業者観測閲覧システムの構築

③ 二重潮予測情報の配信

Ⅲ．重要調査技術の継続

① ニーズに応じた定置漁場調査や漁具技術の開発

Ⅳ．科学的視点を持った漁業者の育成

① 学習会・定置漁場診断などを活用した科学的知見活用の啓発とニーズの汲み取り

２ 研究の必要性

１） 社会的・経済的背景及びニーズ

水産業は離島半島地域における基幹産業であるが、漁獲量の減少に加え、長引く燃油高騰、消費低

迷による魚価安、就業者の高齢化等により漁家経営は厳しい状況が続いている。

このような状況のもとで漁家経営の維持を図るためには、水産資源の保護や有効活用による持続的利

用を進めながら、省エネ化や漁業経費の節減などといった効率的な操業による経営の安定を目指す必

要がある。このため、これまで長崎県が開発・提供してきた有用な漁海況情報や調査技術に加え、高

度な知見を有する組織との連携により得られた技術を活用することによる、より実用的な知見や技術

の迅速な提供が求められている。

本研究では、従来の研究・調査に加え、外部組織との連携により得られた知見を基に、高精度漁場

予測、粒子拡散モデル及び急潮予測モデルといった、より実用的で高度な情報の配信を行うとともに、

他事業由来の情報と既存の発信情報を融合することによる配信情報の質的向上を図る。これらの情報

を利用することで漁業収益の向上を図るための利便性の高い情報提供体制づくりを進めるためには、

学習会などを活用した啓発活動により、情報活用に優れた科学的な視点を備えた漁業者を育成する必

要がある。

２） 国、他県、市町、民間での実施状況または実施の可能性

国委託事業により大学、関係県、民間企業とコンソーシアムを構築し、ICTを活用した高度な情報提供シス

テムの開発を進めており、一つに高度な物理モデルを活用した海況予測「海の天気予報」の作成・公表を行う

こととしている。しかし、これらの情報は県域を越えた広域的な情報を提供することから、各組織固有の情報



提供については組織毎の対応が必要である。このため、本県漁業に適した情報や技術を的確に提供するた

めには、漁獲情報をはじめ、その資源に関わる海洋環境や操業実態等の情報に基づく総合的な解析が必要

なことから、長年蓄積した情報資産と情報収集・解析能力を有する本県総合水試が対応する必要がある。

３ 効率性（研究項目と内容・方法）

研究

項目
研究内容・方法 活動指標

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

単位

Ⅰ－①
人工衛星光強度高精度情報の抽出

ｹﾝｻｷｲｶ、ｽﾙﾒｲｶ
調査項目

目標 ２ ２ 2 2
魚種

実績 1 1

Ⅰ－①

魚群探知機を用いた新たな漁場予測パ

ラメータの検討

ｹﾝｻｷｲｶ、ｽﾙﾒｲｶ

同上

目標 ２ ２ ２ ２

魚種

実績 1 1

Ⅰ－①
高精度漁場予測の配信

ｹﾝｻｷｲｶ、ｽﾙﾒｲｶ
同上

目標 2 2
魚種

実績

Ⅰ－② 粒子拡散モデルアルゴリズムの検討 同上
目標 １ １ 1

項目
実績 1 1

Ⅰ－② 粒子予測モデルの作成と検証 同上
目標 1 1 1

項目
実績

Ⅰ－③ 急潮予測モデルアルゴリズムの検討 同上
目標 １ １ 1

項目実績 1 1

Ⅰ－③ 急潮予測モデルの作成と検証 同上
目標 １ １ １

項目
実績 1

Ⅰ－④
ICT 機器を用いた定置魚群行動の把握

解析
同上

目標 1 1 1 1 1
項目

実績 1 1

Ⅱ－①
外部由来情報の既存システムへの融

合
同上

目標 １ １ １ １ １
項目

実績 1 1

Ⅱ－②
クラウドを用いた漁船活用型観測情

報長期閲覧システムの作成
同上

目標 １ １ １ １ １
項目

実績 1 1

Ⅱ－③ 潮流予測実証観測 同上
目標 ５ ５ ５ ５

回
実績 2 2

Ⅱ―③ 二重潮予測情報の作成 同上
目標 １

項目
実績

Ⅲ―① 重要調査・技術開発の継続 同上
目標 ２ ２ ２ ２ ２

項目
実績 2 2

Ⅳ-①
学習会、定置漁場診断説明時における
科学的知見活用の啓発 同上

目標 １０ １０ １０ １０ １０
回

実績 １１ １２

１） 参加研究機関等の役割分担

本県は、五島灘、五島西沖及び有明海長崎県沿岸の観測とその情報提供を行っている。一方、本県漁業

者も操業している玄海灘は佐賀県、福岡県、日本海西部は山口県が観測を行うなど、（研）水産研究・教育機

構水産資源研究所（長崎庁舎）の指導のもと、各県が役割分担し調査・情報提供を行っている。

また、本事業で用いる各高度予測の基礎となる物理モデルは九州大学が作成しているが、物理モデルの

高精度化は、長崎県、福岡県、佐賀県の漁船活用型観測から収集したデータにより行われており、漁船観測

データの管理は各県が行う。さらに、九州西方海域の広域的な海況情報配信は、いであ（株）及び（社）漁業

情報サービスセンターが行うが、拡張した各県固有の情報配信は各県独自のシステムにより行う。

２） 予算

研究予算
（千円）

計
（千円）

人件費
（千円） 研究費

（千円）
財源

国庫 県債 その他 一財
全体予算 61,949 7,869 54,080 54,080
1年度 14,164 1,591 12,573 12,573
2年度 12,325 1,565 10,760 10,760
3年度 11,820 1,571 10,249 10,249
4年度 11,820 1,571 10,249 10,249
5年度 11,820 1,571 10,249 10,249



※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案
※ 人件費は職員人件費の見積額

（研究開発の途中で見直した事項）

４ 有効性

研究

項目
成果指標 目標 実績

R
１

R
２

R
３

R
４

R
５

得られる成果の補足説明等

Ⅰ
漁場予測情報の配

信
２魚種   ― ― ― １ １ ｹﾝｻｷｲｶ、ｽﾙﾒｲｶ

Ⅰ
海況予測モデルの

作成
３項目 ― ― ― １ ２

粒子拡散モデル，急潮予測モデル、二重潮予測
モデル

Ⅱ 長崎型情報の配信 ３項目 ― ― ― １ ２ 長崎県独自情報配信システムの開発

Ⅳ

科学的視点を持った

漁業者の育成
10

回/年
10 10 10 10 10 学習会・定置網診断説明回数

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性

本県は、九州大学を中核としたコンソーシアムに参画し、九州西方海域における高度な海況予測「海の天

気予報」の配信をすることとしている。加えて本県では、既に構築した独自情報配信システムを用いること

で、このような外部機関が配信する情報を本県が既に配信している情報に迅速に融合することができ、長

崎県独自情報として本県漁業者へ提供することが可能となる。

また、当該コンソーシアムに参画することで、高精度な物理モデルを容易に利用することができ、本県独

自の粒子拡散モデルなどといった高度なシミュレーション作成が可能となる。さらに、高精度な海況予測デ

ータも活用できることから、人工衛星データから得られた正確な漁場位置情報とともに解析することで、実

用に耐えうる漁場予測モデルの構築が期待できる。

２）成果の普及

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ

本研究で作成した漁海況情報は、情報入手利便性を考慮した多様な情報媒体を利用して漁業者に提

供する。またクラウドを利用し収集した漁船活用型観測データにおいては、ICT 技術を活用した本県独自

情報提供システムにより、操業時の重要な参考となる過去データを漁業者が随時閲覧できる体制を構築

する。さらには、出前水試などの学習会を通じて情報活用にかかる普及啓発を行うことにより、情報を効

果的に利用できる科学的視点を有する漁業者の育成を図る。

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み

・経済効果 ：

漁場予測は効率的な漁場選択、航路決定の重要な情報となるため、操業における燃油・時間等のコ

スト削減に寄与できる。

また、粒子拡散モデルは流れ藻の位置や漁具設置位置の把握による操業効率の向上が図られると

ともに、資源評価や漁況予測の精度向上の重要な要素となる。さらに、油流出時の漂流・漂着予測に資

することも期待でき、急潮予測モデルと同様に、漁業被害防止により損害の発生を抑えることが可能と

なる。

（研究開発の途中で見直した事項）



別紙２（様式2）                       研究評価の概要

種

類
自己評価 研究評価委員会

事

前

（３０年度）

評価結果

(総合評価段階 ： Ａ )

・必 要 性 ： Ａ

沿岸漁業における厳しい経営状況下で、漁業を

続けていくために、水産資源の持続的利用、および

漁業経費の節減など効率的な漁業活動による漁家

経営の安定を図る必要がある。

このためには、既に高度な知見を有する組織と連

携して得られた技術を活用することによる漁業者の

操業活動への支援に資する知見や技術の早急な提

供といった効率的な事業の推進が求められる。

・効 率 性 ： Ａ

これまでに長崎県が開発・提供してきた有用な情

報・調査技術に加え、大学等が有する知見を活用

し、物理シミュレーションを用いた漁場予測・粒子拡

散モデルなど、これまでになく高度で実用的な情報

の提供を図る。更に隣県、大学及び民間との連携に

より構築した九州西方海域海況予報「海の天気予

報」の情報システムを活用し、県独自の決め細やか

なサービスの提供を行う。

・有 効 性 ： Ａ

本県において漁況予報の提供や作成を実施して

いる機関は水産試験場だけであり、これまでに構

築した情報配信システムや、漁海況に関する知見

を取り入れることにより、より実用的な情報の配信

図ることができる。

・総合評価 ： Ａ

本県において、効率的な操業による漁業経費節

減の支援に資するために、本事業による漁場予測

などの実用的な情報や、長崎県漁業にマッチした

情報提供・技術開発を行う必要がある。

（３０年度）

評価結果

(総合評価段階 ： Ａ )

・必 要 性：S

漁業者からの要望に基づいた事業で、迅速な情

報提供の更なる発展を期す内容である。漁業者の

経営安定(経費節約)、水産資源の持続的利用が求

められており、効率的操業を支援する事業の必要

性は高い。

・効 率 性 ： A

   外部機関との適切な連携が図られており、効率

的な計画となっている。これまでの海況予測システ

ムを活用し、大学等が有する海況情報も加え、より

高度な実用的情報を開発するため、この事業の効

率性は高い。

・有 効 性 ： A

これまでの海況予想に加えて、急潮、二重潮等

の情報を追加し、より実用的な情報提供が出来る

ので、有効性は高い。

・総合評価 ： A

  海況データを解析し、漁場予測を効果的に推進す

る点で、現場要望を満たすもので必要性は高い。本

県の漁業者の経営の安定化・向上のために大変役

立つ情報を提供できるので大いに期待したい。

是非使い易い情報の提供を進めて欲しい。今後

どのように漁業者に広めるか、より具体的な方策を

示して欲しい。

対応 対応

漁村塾（現：経営塾）や各種学習会等を活用した情

報発信の頻度を更に増やすとともに、利用者にキー

マンを設定し情報拡散することで、現場での利用促進

を図る。

また、実際の提供情報に触れるためにＱＲコード記

載カードの配布など、容易に情報をスマホで閲覧でき

る工夫等を行うとともに、利便性の高い情報作成にも

努めていく。



途

中

（R３年度）

評価結果

(総合評価段階 ： Ａ )

・必 要 性 ： S

沿岸漁業における厳しい経営状況下で漁業を続

けていくために、水産資源の持続的利用及び漁業

経費の節減など効率的な漁業活動による漁家経営

の安定を図る必要がある。

そのためには、既に高度な知見を有する組織と連

携して得られた技術を活用することによる、漁業者

の操業活動への支援に資する知見や技術の早急な

提供といった効率的な事業の推進が求められる。

・効 率 性 ： S

これまでに長崎県が開発・提供してきた有用な情

報・調査技術に加え、大学等が有する知見を活用

し、物理シミュレーションを用いた漁場予測・粒子拡

散モデルなど、これまでになく高度で実用的な情報

の提供を図る。さらに、関係県、大学及び民間との連

携により構築した九州西方海域海況予測「海の天気

予報」の情報システムを活用し、県独自のきめ細や

かなサービスの提供を行う。

・有 効 性 ： Ａ

本県において漁況予報の提供や作成を実施して

いる機関は総合水産試験場だけであり、これまで

に構築した情報配信システムや、漁海況に関する

知見を取り入れることにより、より実用的な情報配

信を図ることができる。

・総合評価 ： Ａ

本県において効率的な操業による漁業経費節減の

支援に資するために、本事業による漁場予測などの

実用的な情報や、本県漁業に適応した分かり易く利

便性の高い情報提供・技術開発を行う必要がある。

（R３年度）

評価結果

(総合評価段階 ： S )

・必 要 性 ： S

沿岸漁業の苦しい経営状況改善のため、ＩＣＴ技術を

駆使した漁業の低コスト化は重要課題であり、操業活

動を支援する知見と技術開発の推進が望まれてい

る。実用的で高精度な予測システム等を作っており、

必要性は高い。

・効 率 性 ： S

本県の開発した沿岸漁業支援システムに他機関と

の連携を加えることで、本県に適応した良質の支援シ

ステムサービスを行おうとする点で効率性は高い。予

測システム、効率的な操業等、概ね計画通りに進捗し

ている。外部事業で得られた情報を積極的に利用す

る等、予算・人員が限られる中で効率的な研究がなさ

れている。

・有 効 性 ： Ａ

これまで本県が開発してきた技術と知見に、漁海況

に関する知見を加えて、より実用的な情報配信が可

能となり、有効性は高い。コスト削減に直結する有効

な研究であり、成果が得られる見通しがある。学習会

や漁場診断を通じて、得られた成果が生産者に還元

されており、有効な研究であると考えられる。

・総合評価 ： S

本県沿岸漁業者の経営改善が期待できる事業であ

り、中でも操業に関係する実用的な情報提供が可能と

なれば本県水産業に資する点は大である。地域漁村

への波及効果も大きい。十分な成果が出ており、事業

の継続は妥当であり、本事業を高く評価したい。
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今後も引き続き各種学習会等を活用した情報発信

を行っていくとともに、漁連だより等の紙面を通じて情

報拡散することで、現場での利用促進を図る。

また、海況予測情報を容易にスマホ等で閲覧できる工

夫を講じるとともに、他の利便性の高い情報提供にも

努めていく。
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